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Abstract
Of the public pension system ,both the Welfare Pension and the National Pension are administered in the pension
and its related accounts in the welfare special accounting and the national special accounting respectively.
However, the administration of those funds has not been separated from the execution of the annual
budgets(including expenses for offices and operations) on the basis of the single year budgeting system.
As a result, the independence necessary for long and middle term asset management of the pension funds lost.
The problem arising there from are pointed out as follows:
1. No comparison of the accumulated pension accounts vs. future debt of the pension plan.
2. Mixture of the pension fund operation with the annual budgeting.
3. An unsettlement of the deficits of assumed interest income from the pension fund operations.
4. Irrational settlements between pension accounts and operating accounts.
5. An arbitrary expenditure from the pension accounts taking an investment style and the manipulation of money
banking taking advantage of the special health and welfare operating funds.
6.  Non-publicizing of the debt increases deriving from the dissolving of welfare pension funds and the merger of a
mutual pension fund for government employees.
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PROBLEMUS  OF  PENSION  SPECIAL  ACCOUNTING
  平成10年度版 平成11年度版 平成12年度版 平成13年度版 平成14年度版 
 給　付　現　価 796.90 796.90 799.40 801.60 ？ 
 公的年金預り金 153.00 153.00 155.50 157.70 161.60 










































































  平成10 平成11 平成12 平成13 平成14 平成15 
 出　資　金 1,059.3 1,067.6 1,007.5 1 1 1 
 長期借入金 17,286.8 16,762.0 35,993.0 25,084.2 24,456.7 23,960.8 







































































PROBLEMUS  OF  PENSION  SPECIAL  ACCOUNTING
  平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 5年間合計数 
 年金積立額 130.8 134.8 136.9 137.9 140.1 ― 
 運 用 利 益 4.7 4.3 3.9 3.1 2.4 18.4 
 財政再計算 
 見 込 利 益 5.2 5.4 5.5 5.5 5.6 27.2 











































































  平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 
 年金勘定より 
 の財政繰入れ 1,763 1,897 1,900 1,882 1,951 1,884 
 額　　　（A）  
 業務勘定厚生 
 年金保健福祉 1,696 1,594 1,616 1,619 1,619 1,534 
 施設経費　（B） 
 業務勘定利益 
 金の年金　繰 87 79 88 89 113 135 
 入れ　　（C） 
　 





















































































































































































































































































　収益      
①保険料　20兆58億円　②一般会計より受入　3兆9,108億円　③船員保険特別会計より受入　
143億円　④国民年金特別会計基礎年金勘定より受入　1兆5,566億円　⑤国家公務員共済組合連






















































  ９年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 
 第２号被保険者数（万人） 3,347 3,296 3,248 3,219 3,158 3,214 
 厚生年金保険の受給者数（万人）  1,578 1,650 1,723 1,807 1,901 2,032 
 第１号被保険者数（万人） 1,959 2,043 2,118 2,154 2,207  2,237 
 国民年金の受給者数（万人） 1,659 1,747 1,836 1,930 2,024 2,122 
 厚生年金保険の保険料（億円） 206,832 206,151 202,099 200,512 199,360 202,034 
 厚生年金保険の保険給付費（億円） 172,895 182,824 187,364 191,544 196,228 203,466 
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添付６　 
 
年金財政と過去債務問題
 
厚生労働委員会調査室調査員　安藤　範行 
 
　年金財政のバランスシートは、年金給付総額（負債）とその財源（資産）をある時点での価格
に換算して表示したものである。 
　先般の年金制度改革では、国庫負担割合の引き上げ、年金保険料の段階的引き上げ、実質的な
給付水準の引き下げ等が図られた。平成16年度末時点を基準とするバランスシート分析によれば、
制度改正に伴い①将来期間の国庫負担が190兆円に増大②保険料資産が1200兆円に増大③将来の
給付債務が970兆円に縮小し、将来期間のバランスシートには420兆円もの資産超過が発生する。
この資産超過分によって過去拠出対応部分の債務超過（420兆円）を解消することが可能となるが、
保険料の引上げを主な財源とすることは、すなわち、現役・将来世代のみに負担を求めることを
意味する。年金債務が膨張した主な要因が高度経済成長期における給付の拡大と負担の先送りに
あることからすれば、たとえ財政が健全化したとしても、現役・将来世代の制度に対する不信・
不満は解消されない。 
　以上を踏まえ、一橋大学の高山教授からは、①「みなし掛金建て」のような制度を導入して給
付と負担の関連性を強める②過去債務の消却に関し各世代に対し公平に負担を求めるため税を財
源にするという改革案が示されている。 
（債務超過分 
　420兆円） 
国庫負担 150兆円 
積立金 170兆円 
財　　源 
320兆円 
給　　付 
740兆円 
給　　付 
740兆円 
420兆円 
財　　源 
1,390兆円 
給　　付 
970兆円 
国庫負担 190兆円 
将来期間に係る分 
（平成17年度以降） 
（うち保険料率引上 
　げ分　280兆円） 
保険料 1,200兆円 
（うち保険料率 
　13.58％に相当 
　する部分 
　920兆円） 
給　　付 
970兆円 
過去期間に係る分 
（平成16年度以前） 
注１．平成16年財政再計算に基づき、95年間（2005～2100年度）の財源と給付の内訳を 
　　運用利回りで現在（平成16年度）の価格に換算して一時金で表示した。 
　２．過去期間に係る分とは、平成16年度以前に納付された保険料に見合う給付とその財源を指し、 
　　将来期間に係る分とは、同17年度以降に納付される保険料に見合う給付とその財源のことを指す。 
　３．積立金とあるのは、積立金の取り崩し及び運用収入を指す。 
　４．端数処理の関係上、総額が一致しない場合がある。 
　５．賃金上昇率2.1％、物価上昇率1.0％、割引率3.2％、 
　　保険料率18.3％まで引上げ。 
出所：高山憲之「本当の年金改革」『エコノミスト』（2004.7.6） 
財源総額　1,710兆円　給付総額　1,710兆円　 
厚生年金のバランスシート（改革後） 

